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（4）地域支援事業介護予防・日常生活支援総合事業の事業再構築に係る見直しについて 

 

 旭市は地域支援事業介護予防・日常生活支援総合事業において、通所型サービス事業所の増加等に

より、H28 年 3 月総合事業移行直後から交付金対象上限額を超過し、以降超過額を増加させてきた。

超過額は個別協議を行うことにより、超過額を満額交付金対象事業費と認めてもらうことで交付を受

け事業を継続している。 

ところが R3年 9月に厚生労働省から制度見直しに係る通知があり、内容は「原則上限額の超過を認

めない」というものだった。個別協議が認められない場合多額の超過部分が交付対象外となり、市が

超過分全額を負担することとなってしまう。 

国の制度見直しを受けて、旭市は県の指導を受けることになり、「千葉県地域包括ケアシステム構築

に係るアドバイザー派遣事業」を利用し事業内容の見直しを図ることとなる。 

県、アドバイザーの指導及び通所Ｃ型の先進地視察（八王子市）を経て、見直し方針案を作成した。 

不足している多様なサービス等の新設及び通所型サービス単価の見直しなどを行う。 

【事業見直しの内容】 

①通所型サービス単価の見直し  ②訪問型・通所型サービスＢ（住民主体による支援）の新設 

③訪問型・通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）の新設 

 ④訪問型サービスＤ（移動支援）の新設  ⑤リハビリ専門職同行訪問の新設 など 

 

〇多様化するサービスの類型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 →通所型サービスＢ・Ｃの新設 

→訪問型サービスＢ・Ｃ・Ｄの新設 


